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Telework for Women to work : The Interest in Teleworking is growing 































































































































専門的・ 管理的 事務の 販売の サービス 保安の 運輸・通 技能工・ 労務作業
就業形態 計 技術的な な仕事 仕事 仕事 の仕事 仕事 信の仕事 生産工程 の仕事 不　明
仕事 の仕事
正　社　員　計 100．O13．814．438．1 10．5 5．6 0．5 2．1 12．4 2．6 0．0
非正社員計 100．0 9．3 2．4 23．320．319．1 1．3 1．8 12．210．0 0．3
契約社員 100．033．1 4．7 23．4 8．3 9．9 2．5 4．O 8．3 5．6 0．3
臨時的雇用者 100．0 3．9 0．1 28．738．713．1 0．9 1．4 7．7 5．5 0．0
短時間のパート 100．0 6．3 0．4 20．323．323．5 1．2 1．1 11．212．4 0．3
その他のパート 100．0 5．9 1．1 23．320．918．2 1．5 2．7 17．0 9．0 0．3
出向社員 100．016．728．626．2 8．0 6．2 0．7 1．1 10．6 2．0 0．0
派遣労働者 100．017．5 0．9 58．0 3．2 6．5 0．3 2．1 8．0 3．3 0．2
賜型瀧労働者 100．011．9 0．5 69．1 2．8 6．2 0．2 0．4 6．7 1．8 0．3
鯛顧型瀧鵜者 100．030．2 1．7 34．3 3．7 7．5 0．6 5．8 10．6 5．6 一





































































































































































































































































































































































































































































































産　　業　　計 100．096．310．0 4．4 56．044．125．3 6．3 5．7 2．2
鉱　　　　業 （0．2）10α099．9 7．7 2．3 26．615．1 13．5 5．0 1．1 5．3
建　　設　　業 （13．1）100．097．6 9．9 8．1 28．013．818．3 5．4 5．3 5．0
製　　造　　業 （17。2）100．097．4 7．6 3．2 61．145．629．7 7．8 5．6 1．5
電気ガス・熱供給・水道業 （0．2）100．099．618．2 4．9 31．6 22．313．216．4 8．6 4．8
運輸・通信業 （5．1）100．099．4 17．2 4．7 40．929．318．0 8．3 6．5 1．9
卸売・小売業、飲食店 （35。9）100．094．4 7．0 3．9 65．856．027．6 4．9 4．0 1．1
金融・保険業 （3．6〉100，098．6 20．2 1．0 41．331．915．2 8．0 25．9 2．2
不動産業 （1．2）100．095．817．6 3．9 43．434．614．414410．3 3．2
サービス業 （23．7〉100，096．7 12．8 4．4 59．447．526．4 6．8 5．1 2．9
（注）1〉パートタイマーのいる事業所とは「短時間のパート」若しくは「その他のパート」の一方又
　　　は両方のいる事業所を表している。
　　2）（〉は産業の構成比である。
資料）表1と同じ。23頁。
ク協会　平成12年5月）」に基づいてテレワークを実施している企業の主要
目的24をあげるならば、①定型的業務の効率・生産性の向上24．3％　②創造
的業務の効率・生産性の向上24．3％　③オフィスコスト節減20．3％　④優
秀な人材の雇用確保10．8％、育児中の女性等への対応10．8％などがあげら
れる。これらの目的には前述表皿の非正社員雇用の理由が重複・含意され
ているとおもわれる。
　前述した「平成11年就業形態の多様化に関する総合実態調査結果の概要」
では、今後パートタイマー（とくに短時間パート〉、契約社員など非正社
員の比率が高まると予測されている。パートの場合は、単純作業に従事す
る者と即戦力化として専門能力や事務処理技能を求められる者に二極化し
ていくとおもわれる。テレワーカーの場合は後者の専門職に従事すること
が多いことが推察されよう。
　以上を踏まえて、就業多様化を考察する際の解決すべき課題としては以
下の点が指摘できよう。
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　一つには、能力評価あるいは成果評価をどうするかという課題である。
能力主義を標榜する企業が多くなってきているが評価基準、評価方法の設
定と実行の面で解決すべき課題が多い。
　二つには、能力主義と関連するが男女性差の解消25である。最近では、
企業側での制度・政策あるいは政府や中央・地方の行政機関での政策指導
などの確立によって性別による仕事場での差はなくなりつつあるが、社会
的に男女の考え方、企業での登用・処遇の面で日本的価値観に基づく土壌
は根強く残っている。
　三つには、労働条件の公平さと健全性・安全性の確保である。能力主義・
成果主義はややもすると労働強化につながる恐れがある。とくに非正社員
が増大することが予測されていることから、賃金体系・水準、仕事量、労
働時問、働く場所、雇用や福祉などの保証について法的、労使問の明確な
ルール（契約）の設定と実行が不可欠である。
　四つには、教育の仕組みの確立である。情報機器の発達は日進月歩であ
り、仕事のやり方、すなわちソフトウエアの変化も急である。また、生涯
働くという環境に変化していることから、最新の機器やソフトを使いこな
せる能力・技能の教育養成を初級から高度な段階にいたるまで、企業はも
ちろん、行政、大学など教育機関を含めて活用できるしくみ、経済的支援
の確立が要請される。
皿一2．テレワーカー（在宅ワーク）としての課題
　日本マルチメディア・フオーラム　テレワークワーキング・グループに
よる「在宅勤務オンラインアンケート調査報告書」26によると、「仕事上で
女性が個人的に感じるデメリット」として、20％以上の比率を占めている
ものを高い順にあげるならば次のとおりである。
仕事環境を作るための費用の増大　　　　　48％（女性≦男性：49％）
仕事時間の増大　　　　　　　　　　　　　32％（女性＞男性）
自己管理の精神的負担　　　　　　　　　　30％（女性＞男性）
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将来に対する不安の増加　　　　　　　　　30％（女性＞男性）
仕事の評価・業務の遂行に対する不安　　　27％（女性＞男性）
家族の邪魔による生産性の低下　　　　　　24％（女性＞男性）
　注）％は概算。（）内≧、＞は女性、男性を比較して回答率の多い・少
　　　ないを表す。
　女性のほうが全体的にデメリットを感じる割合が高くなっている。なお
同じ調査において「生活上で個人的に感じるデメリット」は、男女とも
「OA設置による居住空間の減少」（女性35％、男性36％）を指摘している。
このことは前述の仕事環境を作るための費用の増大を引き起こす要因でも
あろう。とくに子育て中の女性の仕事場（部屋の状況〉をみると、半数の
5割近くが「居間などで必要に応じて家事育児をなしつつ」27という状況に
ある。さらに、女性が指摘するデメリットは「私生活時問の減少」（女性34％、
男性23％）である。家庭の負荷がやはり女性に掛かっていることを示すも
のと推測できよう。
　また、在宅ワーカーからみた問題点28をみると「仕事の確保」（40％）、
「単価が安い」（39．6％）と仕事量と報酬に関するものと、能力・知識不足
（21．9％）などが指摘される。女性の場合「家族の理解・協力」はあるが、
「場合による」ことが多く、総体的に20％前後（協力）から40％前後（理
解）のラインである。
　在宅ワーカー（女性）の課題についても、皿一1．と同じように賃金など
労働条件や自己啓発上の問題が共通項としてあげられるが、さらに以下の
点が解決すべき課題として指摘できよう。
　一つは、企業との仕事上のルール（契約）の明確化（明文化）である。
何を、どこまでといった成果水準や、期日（納期など）、コミュニケーショ
ンのあり方、報酬などパートナー（下請けではない）として適正なルール
の設定が望まれる。そのための公正で問題解決機能を備えた第三者的指導
機関（行政ないしそれに順ずる団体組織）の設置がまたれる。
　二つには、デメリットとして前述したように在宅ワーカー、とくに女性
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ワーカーの精神的負担・不安感が大きいことから、労働時間、健康・スト
レス解消の仕組みを企業や行政側の指導はもちろん、労働主体のワーカー
同士でも、人的ネットワークを構築し、協力しで情報交換など行うことが
必要である。
　三つには、在宅ワーカーの能力開発のための研修・講習や自宅での学習
の機会確保や経済的支援の仕組みの構築が要請される。
　四つには、女性が安心して家庭と仕事の両立29ができるように、法律、
行政上の制度整備、企業における出産、育児、介護を支援する諸政策・制
度の整備、経済的保障などの一層の普及確立が求められる。
　五つには、経営者、管理者、男性などへの女性労働の重要性を認識浸透
するための教育・啓蒙活動のより一層の促進が必要である。
おわりに
　就業の多様化が女性の就業機会を拡大しているのが今日の趨勢といえよ
う。背景には「はじめに」において述べたように、社会・経済構造の急激
な変化とそれらの推進力（driving≦orce）となっているI　Tの発展である。
　本稿では、就業の多様化の新しいかたちとしてテレワークの発展性を女
性労働の視点から考察してきたが、女性にとって家庭と仕事の両立の可能
性や高学歴化にともなう主体的就業意識や姿勢、あるいは専門能力を活か
す機会の増大を促進するものとして、テレワークの普及に明るい展望を持
ちたい
　しかし、現在わが国の労働環境は従来の労働価値観と新しいそれとの潮
流の入り交じりの状況にある。I　Tによる革新的な変化に適応していくた
めには、まず価値観、法を含めての制度や政策の改変、整備などソフト面
でのさらなる充実が求められる。
　労働価値観や現状の法律（改正労働基準法など）や雇用制度・慣行など
が、テレワークの発展に、とくに女性労働の視点から考察してどような不
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具合があるのか、どのような方向が望ましいのかに関しては今後の研究課
題にしたい。
注
1　テレワークの概念定義は多様性を含んでいるが、本稿では（社）日本テレワー
　　ク協会の「情報通信手段を活用して、時間や場所に制約されない柔軟な働き
　　方」という概念定義を基盤としたい。基幹概念としては①情報技術を利用する
　　②働く場所、時間に柔軟性があるがあげられよう。拙論「ネットワーク社会に
　　おける女性労働」2001年2月、（『中央大学大学院総合政策研究科　大学院研究
　　年報第4号』）なお、European　Foundation　for　the　Improvement　of　Living
　　and　Wor㎞g　Conditions（ヨーロッパ生活・職業改善財団）では、概念定義
　　の多義性を認めながらも、従来の固定された事業所に制約されずに、自宅ある
　　いはサテライト・オフィスで就業可能であること、さらにグループウエアなど
　　情報通信技術を駆使して仕事の生産性をあげるなどの仕組みがあるなどを特
　　徴としてあげている。EuropeanFoundationforthe　Improvement　ofLivmg
　　and　Work虹1g　Conditions，E％γoPθα％σ幅αθ607ELE『OR㎜（7誕力α鴉θ一
　　乞θo勿κプヒ）γ『αo拓o％，Loughlinstown　House，1995，PP．13－15．
2　　1Tのような革新的情報技術は、既存的労働市場と異なり不連続な雇用を生
　　み出すという影響を労働市場に及ぼし、新たな経済活力を生起させる原動力
　　になろう。篠崎　彰彦「I　T革新の時代がもたらす雇用改革」（『経済と労働’99・
　　皿』、東京都労働経済局、平成12年3月、37－41頁〉。
3　涌田宏昭『ネットワーク社会と経営』中央経済社、1999年、105－109頁。著者
　　は、S　O　H　Oを例にとり情報技術の発展過程で仕事の仕方と組織に対する人
　　の立場が著しく変化することを指摘している（109頁）。論者もI　Tは、単なる
　　情報化が企業のあり方にだけ注視されることに疑問をもっている。企業だけ
　　ではなく、社会・生活構造を含めた社会システム全体に革新的変化を与えるも
　　のと考える。
4　労働大臣官房政策調査部『労働統計調査月報Vo1．52No．8』労務行政研究所、
　　2000年8月。
5　（社）日本テレワーク協会『日本テレワーク実態調査研究報告書（平成12年度
　　版）』平成！2年5月。38頁。本調査では「企業調査」「ワーカー調査」の2種類
　　のアンケート調査を実施した。「企業調査」は、東京、大阪、名古屋、福岡、
　　広島、仙台、札幌の7都市。608社（回収企業数）、「ワーカー調査」は1，620人
　　（回収数）。
6　日本マルチメディア・フォーラム　テレワークワーキング・グループ『在宅オ
　　ンラインアンケート調査報告書1999』平成12年3月。11頁。有効回答数2，207。
　　回答者のうち、在宅勤務を希望する者：会社員および個人業全体で69％。
7　女性の高学歴化、長勤続者の増加、労働基準法の改正や男女雇用機会均等法な
　　どの制度や法整備が女性の職域拡大を着実に進展させている。熊沢　誠『女性
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　　労働と企業社会』岩波書店、2000年、90－93頁。
8　労働省の分析では、企業の人事労務に対する考え方と政策の変化、若年労働人
　　口の減少、生活者個人のライフスタイル、さらにはワークスタイルの変化が指
　　摘されている。なお、米国での推進要因としてはI　Tの発達があげられている。
　　労働省労政局『テレワーク導入マニュアル』平成11年、21－22頁。
9　戸田重郎「I　T化する生活者」、（『知的資源創造Vol．8No．9』野村総合研究所、
　　2000年9月号、49頁）。
10　野中郁次郎は、新しい情報技術や情報インフラ、情報ネットワークの誕生が、
　　既存の社会システムに変容をもたらし、新しいタイプの社会的ネットワーク
　　の誕生を可能にすると述べている。テレワークは、働く場所と時問が固定され
　　ていた既存社会システムの制約に変革をもたらすだけでなく、家庭と仕事の
　　両立、女性の社会的位置づけの再評価と女性能力活用重要性の認識など、ジェ
　　ンダー的課題に対してもインパクトを与えるものと考えられる。野中郁次郎
　　／ネットワーク・ビジネス研究会『ネットワーク・ビジネスの研究』日経B　P、
　　1999年、34－39頁。
11　古郡靹子は、時間の弾力化、場所の弾力化が電子機器による情報伝達という要
　　素と結合することによって、「時問と場所の弾力化（テレコミューティング）」
　　が可能になることを示唆しているが、現在それは経済的・企業経営的視点から
　　も政策ないしは戦略として具体化されつつある。古郡靹子『非正規労働の経済
　　分析』東洋経済新報社、1997年、105－IO8頁。
12　本調査の企業規模は、平成12年4月からの改正中小企業基本法以前の基準に
　　よる。
13　仕事と生活の両立（work／五fe　balance）のための戦略タイプとして「時間基盤
　　戦略」（T㎞e－based　strategies）がある。これは時間の柔軟1生、すなわちフレッ
　　クス・タイムを中核に就業者が自ら時間管理を行うことによって、仕事の効率
　　性の実現とゆとりある自己の生活の確立を図るものである。
　　Dayle　M．Smith，Ph．D，，肋77zθ？z　αδ　凧）γκ　Lθαdθ飢5ん勿　Jbγ　漉θ　〈沼θ妨
　　σθπ診％惣ノ，P7乞％あoθHaU，2000，pp．171＿173．
14　「ファミリー・フレンドリー企業」とは、女性労働の活用を積極的にすすめて
　　いる企業を意味する。これら企業では人事政策などに仕事と家庭が両立でき
　　る環境づくりを反映させる努力をしている。拙論「ファミリー・フレンドリー
　　企業に関する一考察一女性労働環境整備とファミリー・フレンドリー思想の企
　　業への浸透一」（『白鴎女子短大論集』第25巻　第1号、平成12年6月、1－15
　　頁）。
15　労働省女i生局『平成11年版　女性労働白書』（財）21世紀職業財団、2000年4
　　月、付16頁。
16　労働力の女性化という変化要因として、わが国の社会的・経済的男女の役割分
　　業構造の崩壊傾向以外に、女性の高学歴化、企業における女性労働力の有効化、
　　行政的側面からの男女共同参画社会の推進などがあげられる。木下武男「年功
　　制・能力主義の改編と今日の女性労働」（『女性労働研究』女性問題研究会編、
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　　2000年1月、4－9頁）。
17　日本労働研究機構『調査研究報告書　テレワーキングと職業観　No，131』2000
　　年5月、72－77頁。テレワーク従事者の職業観が、わが国の職人と称される職
　　業人に相通じる職業観を持っているという指摘は興昧深い。
18　全国ベースのテレワーク人口推計式：テレワーク拡大推計人口二（全国ベース
　　のテレワーク拡大企業数）×（全国ベースの企業当たり雇用者数）×（テレ
　　ワーク実施者比率）。詳細は本調査研究報告書61－69頁参照。
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